
 

 

（全部）和 解 契 約 書 

 原子力損害賠償紛争解決センター平成○○年（東）第○号事件（以下「本件」

という。）について、申立人Ｘ１（以下「申立人」という。）と被申立人東京電力

株式会社（以下「被申立人」という。）は、次のとおり和解する。 

１ 和解の範囲 

  申立人と被申立人は、本件に関し、下記の損害項目（下記の期間に限る。）に

ついて和解することとし、それ以外の点については、本和解の効力は及ばない

ことを相互に確認する。 

記 

損害項目 ア 避難費用（交通費） 

 イ 避難費用（宿泊費） 

 ウ 生活費増加分 

 エ 一時立入費用（交通費） 

 オ 一時立入費用（宿泊費） 

 カ 生命身体的損害（医療費、交通費、薬代） 

 キ 生命身体的損害（通院慰謝料） 

 ク 生命身体的損害（診断書作成費） 

 ケ 精神的損害 

 コ 給与等の減収 

 サ 検査費用 

 シ 弁護士費用 

期 間 損害項目アイウエオカキケコサシについて 

  自 平成２３年３月１１日 

  至 平成２４年５月末日 

 損害項目クについて 

  自 平成２３年３月１１日 

  至 平成２４年１０月末日 

２ 和解金額 

  被申立人は、申立人に対し、前項の期間について、和解金として、 

避難生活によって発症した疾病と体調不良のために要した治療費、薬代、通

院慰謝料等が賠償された事例。①申立人Ｘ１ 
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ア 避難費用（交通費） 金９２，０００円 

イ 避難費用（宿泊費） 金６９，６００円 

ウ 生活費増加分 金９８４，２７７円 

エ 一時立入費用（交通費） 金２９６，０００円 

オ 一時立入費用（宿泊費） 金３０，２６０円 

カ 生命身体的損害（医療費、交通

費、薬代） 

金２８２，３１６円 

キ 生命身体的損害（通院慰謝料） 金１，１６０，０００円 

ク 生命身体的損害（診断書作成費） 金４８，８４０円 

ケ 精神的損害 金１，５２０，０００円 

コ 給与等の減収 金９１３，５００円 

サ 検査費用 金７７，５７０円 

シ 弁護士費用 金１６４，２３１円 

の合計金５，６３８，５９４円の支払義務のあることを認める。 

３ 仮払金の控除 

  申立人及び被申立人は、被申立人が申立人に対し、第２項記載の損害に対す

る賠償金の一部として、金３００，０００円を支払済みであることを確認し、

この既払い金３００，０００円と第２項記載の和解合計金５，６３８，５９４

円とを精算する。 

４ 支払方法 

  （省略） 

５ 清算条項 

第１項に掲げる損害項目（当該期間に限る。また、その遅延損害金を含む。）

については、本和解に定めるもののほか、当事者間に債権債務が存在しないこ

とを相互に確認する。ただし、第１項キ、ケ記載の損害項目及び期間について

は、本和解に定める金額を超える部分につき、清算の効力は及ばず、申立人が

被申立人に対して別途損害賠償請求をすることを妨げないことを相互に確認す

る。 

６ 手続費用 

  本件に関する手続費用は、各自の負担とする。 

本和解の成立を証するため、本和解契約書を２通作成し、申立人及び被申立

人が署名（記名）押印の上、各自１通を保有するものとする。また、被申立人

は、本和解契約書の写し１通を、原子力損害賠償紛争解決センターに交付する。 

平成２５年１月１０日 

（仲介委員 松田研一） 



 

 

（全部）和 解 契 約 書 

 原子力損害賠償紛争解決センター平成○○年（東）第○号事件（以下「本件」

という。）について、申立人Ｘ２（以下「申立人」という。）と被申立人東京電力

株式会社（以下「被申立人」という。）は、次のとおり和解する。 

１ 和解の範囲 

  申立人と被申立人は、本件に関し、下記の損害項目（下記の期間に限る。）に

ついて和解することとし、それ以外の点については、本和解の効力は及ばない

ことを相互に確認する。 

記 

損害項目 ア 避難費用（宿泊費） 

 イ 生活費増加分 

 ウ 生命身体的損害（治療費、交通費、その

他） 

 エ 生命身体的損害（診断費） 

 オ 生命身体的損害（通院慰謝料） 

 カ 精神的損害 

 キ 給与等の減収 

 ク 弁護士費用 

期 間 項目アイウオカキクについて 

  自 平成２３年３月１１日 

  至 平成２４年５月末日 

 項目エについて 

  自 平成２３年３月１１日 

  至 平成２４年１０月末日 

２ 和解金額 

  被申立人は、申立人に対し、前項の期間について、和解金として、 

ア 避難費用（宿泊費） 金１４９，０００円 

イ 生活費増加分 金３２６，０９４円 

避難生活によって発症した疾病と体調不良のために要した治療費、薬代、通

院慰謝料等が賠償された事例。②申立人Ｘ２ 
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ウ 生命身体的損害（治療費、交通費、

その他） 

金５４，０７３円 

エ 生命身体的損害（診断費） 金１７，８５０円 

オ 生命身体的損害（通院慰謝料） 金９４０，９９９円 

カ 精神的損害 金１，５２０，０００円 

キ 給与等の減収 金１，０５５，８８０円 

ク 弁護士費用 金１２１，９１７円 

の合計金４，１８５，８１３円の支払義務のあることを認める。 

３ 仮払金の控除 

  申立人及び被申立人は、被申立人が申立人に対し、第２項記載の損害に対す

る賠償金の一部として、金３００，０００円を支払済みであることを確認し、

この既払い金３００，０００円と第２項記載の和解合計金４，１８５，８１３

円とを精算する。 

４ 支払方法 

  （省略） 

５ 清算条項 

第１項に掲げる損害項目（当該期間に限る。また、その遅延損害金を含む。）

については、本和解に定めるもののほか、当事者間に債権債務が存在しないこ

とを相互に確認する。ただし、第１項オ、カ、キ記載の損害項目及び期間につ

いては、本和解に定める金額を超える部分につき、清算の効力は及ばず、申立

人が被申立人に対して別途損害賠償請求をすることを妨げないことを相互に確

認する。 

６ 手続費用 

  本件に関する手続費用は、各自の負担とする。 

 

本和解の成立を証するため、本和解契約書を２通作成し、申立人及び被申立

人が署名（記名）押印の上、各自１通を保有するものとする。また、被申立人

は、本和解契約書の写し１通を、原子力損害賠償紛争解決センターに交付する。 

平成２５年１月１０日 

 

 

（仲介委員 松田研一） 



 

 

（全部）和 解 契 約 書 

 原子力損害賠償紛争解決センター平成○○年（東）第○号事件（以下「本件」

という。）について、申立人Ｘ３（以下「申立人」という。）と被申立人東京電力

株式会社（以下「被申立人」という。）は、次のとおり和解する。 

１ 和解の範囲 

  申立人と被申立人は、本件に関し、下記の損害項目（下記の期間に限る。）に

ついて和解することとし、それ以外の点については、本和解の効力は及ばない

ことを相互に確認する。 

記 

損害項目 ア 避難費用（宿泊費） 

 イ 生活費増加分 

 ウ 生命身体的損害（治療費、交通費） 

 エ 生命身体的損害（診断費） 

 オ 生命身体的損害（通院慰謝料） 

 カ 精神的損害 

 キ 給与等の減収 

 ク 原状回復費用 

 ケ 賃料損害 

 コ 弁護士費用 

期 間 損害項目アイウオカキクケコについて 

  自 平成２３年３月１１日 

  至 平成２４年５月末日 

 損害項目エについて 

  自 平成２３年３月１１日 

  至 平成２４年１０月末日 

２ 和解金額 

  被申立人は、申立人に対し、前項の期間について、和解金として、 

ア 避難費用（宿泊費） 金９，９６０円 

避難生活によって発症した疾病と体調不良のために要した治療費、薬代、通

院慰謝料等が賠償された事例。③申立人Ｘ３ 
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イ 生活費増加分 金１，４８０円 

ウ 生命身体的損害（治療費、交通費） 金３６７，１６０円 

エ 生命身体的損害（診断費） 金５０，９５０円 

オ 生命身体的損害（通院慰謝料） 金１，１４８，０００円 

カ 精神的損害 金１，５２０，０００円 

キ 給与等の減収 金１，５００，０００円 

ク 原状回復費用 金１３５，０００円 

ケ 賃料損害 金４２５，０００円 

コ 弁護士費用 金１５４，７２７円 

の合計金５，３１２，２７７円の支払義務のあることを認める。 

３ 仮払金の控除 

  申立人及び被申立人は、被申立人が申立人に対し、第２項記載の損害に対す

る賠償金の一部として、金１，４９３，１８５円を支払済みであることを確認

し、この既払い金１，４９３，１８５円と第２項記載の和解合計金５，３１２，

２７７円とを精算する。 

４ 支払方法 

  （省略） 

５ 清算条項 

第１項に掲げる損害項目（当該期間に限り、その遅延損害金を含む。）につい

ては、本和解に定めるもののほか、当事者間に債権債務が存在しないことを相

互に確認する。ただし、第１項オ、カ記載の損害項目及び期間については、本

和解に定める金額を超える部分につき、清算の効力は及ばず、申立人が被申立

人に対して別途損害賠償請求をすることを妨げないことを相互に確認する。 

６ 手続費用 

  本件に関する手続費用は、各自の負担とする。 

 

本和解の成立を証するため、本和解契約書を２通作成し、申立人及び被申立

人が署名（記名）押印の上、各自１通を保有するものとする。また、被申立人

は、本和解契約書の写し１通を、原子力損害賠償紛争解決センターに交付する。 

平成２５年１月１０日 

 

 

（仲介委員 松田研一） 


